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研究成果の概要： 
本研究の目的は重大事件ニュースがＰＯＳデータに表れる消費者の行動に与える影響を測定す
ることである。消費者の行動の記録を重大事件に関連した商品の売り上げと捉え、それと報道
との関係についてＰＯＳデータを使用して ARIMA モデルによる干渉分析を行い、統計的に有
意な BSE 問題のニュースの影響を確認することができた。さらに、地域差をモデル化するた
めに、階層ベイズ手法による Bayesian Sampling-based  ARMA モデルを構築し、モデル間
での POS データ分析の比較を行った。 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
２００６年度 2,000,000 0 2,000,000 

２００７年度 900,000 270,000 1,170,000 

２００８年度  700,000 210,000 910,000 

    年度  

    年度  

総 計 3,600,000 480,000 4,080,000 

 
 
研究分野：マーケティング、時系列解析、ベイズ統計 
科研費の分科・細目：社会・安全システム科学・社会システム工学・安全システム 
キーワード：重大事件の定義、重大事件のキーワード、デジタル記事データ、テキストマイニ

ング、POS データ、干渉分析、BS ARIMA  

 
１．研究開始当初の背景 
近年、重大事件ニュースが消費者の購買行

動に非常に影響を与えていることが考えら
れるようになった。日次の POS データを使
用して時系列的な分析を行うとその影響度
合を測定することができると考えられる。 
 
２．研究の目的 

重大事件ニュースが POS データに表れる

消費者の購買行動に与える影響を測定する。 
 
３．研究の方法 
POS データと３つ程度の新聞 1 面（朝・夕刊）
の見出しの単語頻出度により説明変数を作
成し、時系列解析の ARIMA モデルや、
Bayesian Sampling-based ARMA モデルで
POS データに表れる消費者の購買行動に与
える影響を測定する。 



 
 
 
 
 
４．研究成果 

7x （2001 年 9 月 23 日）原因と疑われる肉骨

粉の使用について感染牛と同じ牧場の

牛 4頭出荷先不明 

（１）ARIMA モデルによる干渉分析 
本研究の目的は重大事件ニュースがＰ

ＯＳデータに表れる消費者の行動に与え
る影響を測定することである。消費者の行
動の記録を重大事件に関連した商品の売
り上げと捉え、それと報道との関係につい
て干渉分析を用いてモデル化することを
目的とする。研究実施計画では、①重大事
件の定義、②重大事件の選定、③ＰＯＳデ
ータによる干渉分析となっている。新聞を
報道媒体とし、朝刊の 1面記事掲載による
消費者の影響を考えることとし、1 面記事
掲載回数が多い事件を重大事件と定義し
た。この手順により定義した 2001 年の重
大事件は同時多発テロ、小泉内閣発足、ア
フガン空爆、国内初の BSE、外務省・機密
費流用、田中眞紀子・外務大臣就任、炭疽
菌事件の 7件であった。消費者の購買行動
に影響を与える重大事件としてBSE問題に
ついて取り上げ、精肉のデータはＰＯＳデ
ータに含まれていなかったため、「焼き肉
のたれ」のＰＯＳデータを使用して干渉分
析を行った。 

17x （2001 年 10 月 10 日）肉骨粉飼料の使用

禁止の省令決定 

一方、下記の  の係数
は正の値であった。  の記事は消費者
に安心を与える内容であり、消費者を購買に
促したことがわかる。 の記事は消費者に
不安を与えるような記事であるが正の係数
であった。 

6359322513 ,,,, xxxxx
6313 , xx

25x

13x （2001 年 10 月 3 日 ）感染牛と同居の 46

頭は感染なし、医薬・化粧品に国産牛

の利用禁止 

25x （2001 年 12 月 9 日）感染ルート特定困 

   難 

32x （2001 年 12 月 22 日）「日本でも発生の

恐れ」EU の警告無視判明 

分析データ期間は 2001 年 7 月 2 日から
2002 年 6 月 30 日までとし、分析対象店舗
は京浜地区と近畿地区から 2 店舗ずつの 4
店舗で分析を行った結果、統計的に有意な
BSE 問題のニュースの影響を確認すること
ができた。 

59x （2002 年 3月 26 日）BSE 報告書の表現 

修正 

63x （2002 年 4 月 3 日） 安全確保のため、

独立機関設立決定、農水相の責任問題 

第一報の2001年 9月 11日から販売容量
が落ち込み、しばらくして販売容量が回復
した。第一報の影響を表す線形の干渉変数 
では回復の減少を説明することができな
いので、今回の分析では傾向の変化点とな
る販売容量の回復する前後でデータを分
割して分析を行った。データを分割する点
を定めるために、店舗 A の SARIMA モデル
の最適な次数を求め、そのモデルに とな
る期間が異なる変数を入力して、AIC の値
を比較した。その結果に基づき、2002 年 4
月 12 日でデータを分割し、以降分析を行
った。2001 年 7 月 2日から 2002 年 4 月 12
日までを前半データ、2002 年 4 月 13 日か
ら2002年 6月 30日までを後半データとし
た。 

店舗 A の分析と同様に京浜地区の 1 店舗
（店舗 B）、近畿地区の 2店舗（店舗 C,D）に
ついてもおこなった。これらの店舗でも店舗
A と同様に BSE の影響を受けた時期があり、
次第に回復していった。そこで店舗 Aと同様
にデータの分割を行った。店舗 B は 2001 年
4 月 24 日、店舗 C は 2002 年 4 月 11 日、店
舗 D は 2002 年 4 月 8 日でデータを分割して
分析した。各店舗それぞれについて、データ
を分割した日以前を前半データ、以降を後半
データとした。分析したすべての店舗におい
て最適な分割時点は 4月中であった。 

18x

1312 , x

、  の係数が負の値であった。その
他のモデルの変数の係数は正の値であった。 

の記事は消費者に安心を与える
内容である。 

71x

15, xx

9x （2001 年 9月 28 日）欧州の病原体と一 例えば、前半のデータでは京浜地区の 1
店舗(店舗 A)については記事掲載に関する
干渉変数については、 下記の の
係数は負の値であった。  の記事は消
費者に不安を与える内容であり、それらが
店舗Aにおいて消費者の購買行動を敬遠す
る影響を与えたことがわかる。 

1771 ,, xxx
71, xx

   致 

10x （2001 年 9 月 29 日）1 万 568 校が牛肉

自粛 

12x （2001 年 10 月 2 日）牛から成分抽出の

食品、原料切り替え指導 
1x （2001 年 9月 11 日）国内初 BSE の疑い 



 
 
 
 
 

13x （2001 年 10 月 3 日）感染牛と同居の 46

頭は感染なし、医薬・化粧品に国産牛

の利用禁止 

15x （2001 年 10 月 5 日）肉骨粉飼料、法律

で全面禁止 

18x （2001 年 10 月 13 日）疑惑の牛、感染な 

  し 

29x （2001 年 12 月 16 日）EU 分析、日本の 

追加情報で厳しさ増す 

68x （2002 年 4 月 27 日）変異の BSE にかか

らない牛を探すことを表明 

 （2002 年 5月 15 日）1996 年生まれの牛

の集中検査を示唆 

71x

変数  の係数は、あるモデルにおいて
は正の値であるが、異なるモデルでは負の値
である。 は Model C-1,D-1 において、  
は Model B-1,C-1 において、  は Model 
C-1,D-1 において、 は Model A-1,C-1,D-1
において同符号の係数で有意となり、これら
の記事は牛肉に対する不安を消費者から取
り除いたということが判明した。 

71x

9x 10x
12x

13x

 
（２）階層ベイズ手法による Bayesian 

Sampling-based  ARMA モデルでの
POS データ分析比較 

 
メディアに関する影響度の測定は、情報文

化学において一つの問題として取り上げら
れている。マスメディアは新聞・TV を始め
10 以上存在し、私たちはマスメディアに影響
を受けて消費行動をしている。広告は消費者
の購買意欲を喚起することを意図している
(Luati and Tassinari, 2005)が、報道はそ
れを喚起することもあれば、敬遠させること
もある。報道に関する類似した研究には、
森・繁桝（2007)のベイズアプローチによる
メディア効果と世論反応の考察（危機管理）
がある。特に重大事件の報道は、消費者の行
動に必ず何らかの影響を及ぼすのではない
かと考える。何を重大事件と捉えるかは人に
より、様々であるが、久保田(2007)から「一
面記事掲載回数が多い事件」を本研究では重
大事件の定義として使用する。 

本研究の目的は、重大事件の報道が消費者
の購買行動をどのように変化させるかにつ
いて、POS データを用いて BS (Bayesian 
Sampling –Based) ARMA モデル（Marriott 
(1996) 、Ravishanker and K.ray(1997)）を

もとに、階層ベイズ手法により各地域間で整
合性のある予測モデルを構築することであ
る。BS ARMA モデルはデータ数が少ないとき
に有用なモデルであり、これを用いることに
より、個別店舗レベルの販売行動変化に対す
るパラメータの分布を推定し、事件の影響度
がなくなる時期を推定する。 
全ての分析結果を総合して判断すると、従

来のARIMAモデルよりも１次トレンド付ARMA
モデルの方が実際のデータに対して当ては
まりがよく、安定したモデルになっているこ
とがわかった。前述したように、１次トレン
ドモデルの手法は、予測値自体は時間ととも
に変化し、その微小な分散をデータより推定
することによって、良い１期先予測を可能に
する。つまり短期的な予測には１次トレンド
付 ARMA モデルは適している。しかし、パラ
メータの部分においては１次トレンド付
ARMAモデルよりもARIMAモデルの方が適して
いた。モデル内において ARIMA モデルの方が
１次トレンド付 ARMA モデルよりも実際のデ
ータを挿入する項が多く、パラメータの推定
を高めたと考えることができる。 
また、階層化手法と非階層化手法によるモ

デルを比較すると、モデルのあてはまりの良
さと予測の面、両方において階層化手法によ
るモデルが選択されることになった。上記で
も述べたことであるが、階層化手法を用いる
ことにより、エリアで適切な推定ができるよ
うになる。よって、ARMA モデルにおいても階
層化手法を用いることにより、ハイパーパラ
メータの分散が推定でき、同じエリアにおけ
る店舗のパラメータがどの程度異なるかを
推定できる。階層ベイズ手法は少ないデータ
においてもパラメータ推定を行うことが可
能となっている。用いたソフトウェアの計算
の関係上、多くのデータを使用することがで
きないため、限られたデータを使用する必要
があるが、階層ベイズ手法によりその問題が
解決されることなった。それにより、短期的
な時系列予測が適切にできるようになった。 
  本論文の結果より、１次トレンド付
ARMA(1,1)モデルよりも 3 番目に良い結果と
なった ARIMA(2,1,0)モデルを目的に適した
モデルであると考えられる。重大事件の影響
を測定することが目的であるため、より有意
となったパラメータが多いモデルで、かつ実
際 の 値 に 対 し て 当 て は ま り が 良 い
ARIMA(2,1,0)を選ぶ。このモデルにおける結
果から、狂牛病のニュースは狂牛病の事件が
初めて報道された日から、長期的に後の消費
行動へマイナスの影響を与えることが判明
した。しかし、同じ地域における店舗におい
てでも、有意になった説明変数は第１報にお
けるステップ変数を除いて異なる結果とな



 
 
 
 
 
った。確かに、同じ地域であろうとその地域
の住人が全員、同じ消費特性を持っていると
は言えない。その地方におけるニュースが報
じられたのであれば、反応する消費者は多く
なるであろう。しかし、牛肉の販売が停止し
ていない時においては敬遠をしても、店独自
の特売などが行われた場合、ニュースの影響
が緩和される可能性がある。 
事件の影響度がなくなる時期は本研究の結
果では測定ができなかった。今回用いたデー
タが、事件報道の前後における売上データで
あったため、主に下降トレンドを取ったデー
タだけであったためと考えられる。 
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